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２．職業能力開発促進法・抜粋 

  （職業訓練基準関連部分） 

  （１）職業能力開発促進法 

  （２）同 施 行 規 則 
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職業能力開発促進法・抜粋（職業訓練基準関連部分） 

 

〈１．職業能力開発促進法〉 

●公共職業訓練の位置づけ 

（国及び都道府県の行う職業訓練等）  

第十五条の六  国及び都道府県は、労働者が段階的かつ体系的に職業に必要な技能及びこれに関する知

識を習得することができるように、次の各号に掲げる施設を次条に定めるところにより設置して、当該

施設の区分に応じ当該各号に規定する職業訓練を行うものとする。ただし、当該職業訓練のうち主とし

て知識を習得するために行われるもので厚生労働省令で定めるものについては、当該施設以外の施設に

おいても適切と認められる方法により行うことができる。  

一  職業能力開発校 （略） 

二  職業能力開発短期大学校 （略） 

三  職業能力開発大学校（略）  

四  職業能力開発促進センター（略）  

五  障害者職業能力開発校（略）               （以下、略） 

 
（公共職業能力開発施設）  

第十六条  国は、職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開発促進センター及び障害

者職業能力開発校を設置し、都道府県は、職業能力開発校を設置する。  

２  前項に定めるもののほか、都道府県は職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開

発促進センター又は障害者職業能力開発校（次項において「職業能力開発短期大学校等」という。）を、

市町村は職業能力開発校を設置することができる。  

３  前項の規定により都道府県が職業能力開発短期大学校等を、市町村が職業能力開発校を設置しよう

とするときは、あらかじめ、厚生労働大臣に協議し、その同意を得なければならない。  

４  公共職業能力開発施設の位置、名称その他運営について必要な事項は、国が設置する公共職業能力

開発施設については厚生労働省令で、都道府県又は市町村が設置する公共職業能力開発施設については

条例で定める。  

５  国は、第一項の規定により設置した障害者職業能力開発校のうち、厚生労働省令で定めるものの運

営を独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構に行わせるものとし、当該厚生労働省令で定めるもの以外

の障害者職業能力開発校の運営を都道府県に委託することができる。  

６  公共職業能力開発施設の長は、職業訓練に関し高い識見を有する者でなければならない。  
●職業訓練基準、教材の位置づけ 

（職業訓練の基準）  

第十九条  公共職業能力開発施設は、職業訓練の水準の維持向上のための基準として当該職業訓練の訓

練課程ごとに教科、訓練時間、設備その他の厚生労働省令で定める事項に関し厚生労働省令で定める基

準に従い、普通職業訓練又は高度職業訓練を行うものとする。  

２  前項の訓練課程の区分は、厚生労働省令で定める。  

 
（教材）  

第二十条  公共職業能力開発施設の行う普通職業訓練又は高度職業訓練（以下「公共職業訓練」という。）

においては、厚生労働大臣の認定を受けた教科書その他の教材を使用するように努めなければならな

い。  

●認定職業訓練の位置づけ 
（認定職業訓練の実施）  

第十三条  事業主、事業主の団体若しくはその連合団体、職業訓練法人若しくは中央職業能力開発協会

若しくは都道府県職業能力開発協会又は民法 （明治二十九年法律第八十九号）第三十四条 の規定によ

り設立された法人、法人である労働組合その他の営利を目的としない法人で、職業訓練を行い、若しく

は行おうとするもの（以下「事業主等」と総称する。）は、第四節及び第六節に定めるところにより、

当該事業主等の行う職業訓練が職業訓練の水準の維持向上のための基準に適合するものであることの

認定を受けて、当該職業訓練を実施することができる。 
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〈２．職業能力開発促進法施行規則〉 

●訓練課程の種類 

（訓練課程）  

第九条  職業訓練の訓練課程は、次の表の上欄に掲げる職業訓練の種類に応じ、長期間の訓練課程にあ

つては同表の中欄に、短期間の訓練課程にあつては同表の下欄にそれぞれ定めるとおりとする。 

職業訓練の種類 長期間の訓練課程 短期間の訓練課程

普通職業訓練 普通課程 短期課程 

高度職業訓練 専門課程 

応用課程 

専門短期課程 

応用短期課程  

●普通職業訓練の訓練基準 

（普通課程の訓練基準）  

第十条  普通課程の普通職業訓練に係る法第十九条第一項 の厚生労働省令で定める事項は、次の各号に

掲げるとおりとし、同項 の厚生労働省令で定める基準は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

一  訓練の対象者 学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）による中学校を卒業した者（以下「中

学校卒業者」という。）若しくは同法 による中等教育学校の前期課程を修了した者（以下「中等教育

学校前期課程修了者」という。）若しくはこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であること

又は同法 による高等学校を卒業した者（以下「高等学校卒業者」という。）若しくは同法 による中等

教育学校を卒業した者（以下「中等教育学校卒業者」という。）若しくはこれらと同等以上の学力を有

すると認められる者であること。  

二  教科 その科目が将来多様な技能及びこれに関する知識を有する労働者となるために必要な基礎的

な技能及びこれに関する知識を習得させるために適切と認められるものであること。  

三  訓練の実施方法 通信の方法によつても行うことができること。この場合には、適切と認められる

方法により添削指導及び面接指導を行うこと。  

四  訓練期間 中学校卒業者若しくは中等教育学校前期課程修了者又はこれらと同等以上の学力を有す

ると認められる者（以下この項において「中学校卒業者等」という。）を対象とする場合にあつては二

年、高等学校卒業者若しくは中等教育学校卒業者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者

（以下この項において「高等学校卒業者等」という。）を対象とする場合にあつては一年であること。

ただし、訓練の対象となる技能及びこれに関する知識の内容、訓練の実施体制等によりこれにより難い

場合には、中学校卒業者等を対象とするときにあつては二年以上四年以下、高等学校卒業者等を対とす

るときにあつては一年以上四年以下の期間内で当該訓練を適切に行うことができると認められる期間

とすることができる。  

五  訓練時間 一年につきおおむね千四百時間であり、かつ、教科の科目ごとの訓練時間を合計した時

間（以下「総訓練時間」という。）が中学校卒業者等を対象とする場合にあつては二千八百時間以上、

高等学校卒業者等を対象とする場合にあつては千四百時間以上であること。ただし、訓練の実施体制等

によりこれにより難い場合には、一年につきおおむね七百時間とすることができる。 

六 設備 教科の科目に応じ当該科目の訓練を適切に行うことができると認められるものであること。 

七  訓練生の数 訓練を行う一単位につき五十人以下であること。  
八  職業訓練指導員 訓練生の数、訓練の実施に伴う危険の程度及び指導の難易に応じた適切な数であ

ること。  
九  試験 学科試験及び実技試験に区分し、訓練期間一年以内ごとに一回行うこと。ただし、最終の回

の試験は、法第二十一条第一項 （法第二十六条の二 において準用する場合を含む。）の規定による技

能照査（以下「技能照査」という。）をもつて代えることができる。  
２  別表第二の訓練科の欄に定める訓練科に係る訓練については、前項各号に定めるところによるほか、

同表に定めるところにより行われるものを標準とする。 

 
（短期課程の訓練基準）  

第十一条  短期課程の普通職業訓練に係る法第十九条第一項 の厚生労働省令で定める事項は、次の各号

に掲げるとおりとし、同項 の厚生労働省令で定める基準は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

一  訓練の対象者 職業に必要な技能（高度の技能を除く。）及びこれに関する知識を習得しようとす

る者であること。  

二  教科 その科目が職業に必要な技能（高度の技能を除く。）及びこれに関する知識を習得させるた

めに適切と認められるものであること。  

三  訓練の実施方法 通信の方法によつても行うことができること。この場合には、適切と認められる

方法により添削指導を行うほか、必要に応じて面接指導を行うこと。  
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四  訓練期間 六月（訓練の対象となる技能及びこれに関する知識の内容、訓練の実施体制等によりこ

れにより難い場合にあつては、一年）以下の適切な期間であること。  

五  訓練時間 総訓練時間が十二時間（別表第三の訓練科の欄に掲げる訓練科に係る訓練にあつては、

十時間）以上であること。  

六  設備 教科の科目に応じ当該科目の訓練を適切に行うことができると認められるものであること。 

２  別表第三の訓練科の欄に掲げる訓練科又は別表第四の訓練科の欄に掲げる訓練科に係る訓練につい

ては、前項各号に定めるところによるほか、別表第三又は別表第四に定めるところにより行われるもの

を標準とする。  

３  前二項の規定にかかわらず、短期課程の普通職業訓練のうち第六十五条の規定による技能検定の試

験の免除に係るものに係る法第十九条第一項 の厚生労働省令で定める事項は、第一項各号に掲げるも

の及び試験とし、当該訓練に係る法第十九条第一項 の厚生労働省令で定める基準は、別表第五に定め

るとおりとする。 
 

（専門課程の訓練基準）  

第十二条  専門課程の高度職業訓練に係る法第十九条第一項 の厚生労働省令で定める事項は、次の各号

に掲げるとおりとし、同項 の厚生労働省令で定める基準は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

一  訓練の対象者 高等学校卒業者若しくは中等教育学校卒業者又はこれらと同等以上の学力を有する

と認められる者であること。  

二  教科 その科目が将来職業に必要な高度の技能（専門的かつ応用的な技能を除く。）及びこれに関

する知識を有する労働者となるために必要な基礎的な技能及びこれに関する知識を習得させるために

適切と認められるものであること。  

三  訓練期間 二年であること。ただし、訓練の対象となる技能及びこれに関する知識の内容、訓練の

実施体制等によりこれにより難い場合には、一年を超えない範囲内で当該期間を延長することができ

る。  

四  訓練時間 一年につきおおむね千四百時間であり、かつ、総訓練時間が二千八百時間以上であるこ

と。  

五  設備 教科の科目に応じ当該科目の訓練を適切に行うことができると認められるものであること。 

六  訓練生の数 訓練を行う一単位につき四十人以下であること。  

七  職業訓練指導員 訓練生の数、訓練の実施に伴う危険の程度及び指導の難易に応じた適切な数であ

ること。この場合において、次のいずれかに該当する者を一名以上配置するものであること。  

イ 第四十八条の二第二項第一号若しくは第二号に該当する者又は同項第三号に該当する者で研究上

の能力又は教育訓練に関し適切に指導することができる能力を有すると認められるもの 

ロ 研究所、試験所等に十年以上在職し、研究上の業績があり、かつ、教育訓練に関し適切に指導する

ことができる能力を有すると認められる者 

ハ 厚生労働大臣が定める職業訓練施設において指導の経験を有する者であつて、特に優れた技能又は

専門的な知識を有すると認められるもの 

八  試験 学科試験及び実技試験に区分し、訓練期間一年以内ごとに一回行うこと。  

２  別表第六の訓練科の欄に定める訓練科に係る訓練については、前項各号に定めるところによるほか、

同表に定めるところにより行われるものを標準とする。  

● 高度職業訓練の訓練基準 

（専門課程の訓練基準）  

第十二条  専門課程の高度職業訓練に係る法第十九条第一項 の厚生労働省令で定める事項は、次の各号に

掲げるとおりとし、同項 の厚生労働省令で定める基準は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。  

一  訓練の対象者 高等学校卒業者若しくは中等教育学校卒業者又はこれらと同等以上の学力を有する

と認められる者であること。  

二  教科 その科目が将来職業に必要な高度の技能（専門的かつ応用的な技能を除く。）及びこれに関

する知識を有する労働者となるために必要な基礎的な技能及びこれに関する知識を習得させるために

適切と認められるものであること。  

三  訓練期間 二年であること。ただし、訓練の対象となる技能及びこれに関する知識の内容、訓練の

実施体制等によりこれにより難い場合には、一年を超えない範囲内で当該期間を延長することができる。 

四  訓練時間 一年につきおおむね千四百時間であり、かつ、総訓練時間が二千八百時間以上であること。 

五  設備 教科の科目に応じ当該科目の訓練を適切に行うことができると認められるものであること。 

六  訓練生の数 訓練を行う一単位につき四十人以下であること。  

七  職業訓練指導員 訓練生の数、訓練の実施に伴う危険の程度及び指導の難易に応じた適切な数であ

ること。この場合において、次のいずれかに該当する者を一名以上配置するものであること。  

イ 第四十八条の二第二項第一号若しくは第二号に該当する者又は同項第三号に該当する者で研究上

の能力又は教育訓練に関し適切に指導することができる能力を有すると認められるもの 
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ロ 研究所、試験所等に十年以上在職し、研究上の業績があり、かつ、教育訓練に関し適切に指導する

ことができる能力を有すると認められる者 

ハ 厚生労働大臣が定める職業訓練施設において指導の経験を有する者であつて、特に優れた技能又は

専門的な知識を有すると認められるもの 

八  試験 学科試験及び実技試験に区分し、訓練期間一年以内ごとに一回行うこと。  

２  別表第六の訓練科の欄に定める訓練科に係る訓練については、前項各号に定めるところによるほか、

同表に定めるところにより行われるものを標準とする。  

 

 
 

（応用課程の訓練基準）  

第十四条  応用課程の高度職業訓練に係る法第十九条第一項 の厚生労働省令で定める事項は、次の各号

に掲げるとおりとし、同項 の厚生労働省令で定める基準は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

一  訓練の対象者 専門課程の高度職業訓練を修了した者又はこれと同等以上の技能及びこれに関する

知識を有すると認められる者であること。  

二  教科 その科目が将来職業に必要な高度の技能で専門的かつ応用的なもの及びこれに関する知識を

有する労働者となるために必要な基礎的な技能及びこれに関する知識を習得させるために適切と認め

られるものであること。  

三  訓練期間 二年であること。ただし、訓練の対象となる技能及びこれに関する知識の内容、訓練の

実施体制等によりこれにより難い場合には、二年以上四年以下の期間内で当該訓練を適切に行うことが

できると認められる期間とすることができる。  

四  訓練時間 一年につきおおむね千四百時間であり、かつ、総訓練時間が二千八百時間以上であるこ

と。ただし、訓練の実施体制等によりこれにより難い場合には、一年につきおおむね七百時間とするこ

とができる。  

五  設備 教科の科目に応じ当該科目の訓練を適切に行うことができると認められるものであること。 

六  訓練生の数 訓練を行う一単位につき四十人以下であること。  

七  職業訓練指導員 訓練生の数、訓練の実施に伴う危険の程度及び指導の難易に応じた適切な数であ

ること。この場合において、次のいずれかに該当する者を一名以上配置するものであること。  

イ 第四十八条の二第三項第一号、第三号若しくは第四号に該当する者又は同項第二号に該当する者で

博士の学位（外国において授与されたこれに該当する学位を含む。）を有するもの 

ロ 研究所、試験所等に十年以上在職し、研究上の業績があり、かつ、教育訓練に関し適切に指導する

ことができる能力を有すると認められる者 

ハ 厚生労働大臣が定める職業訓練施設において指導の経験を有する者であつて、特に優れた技能又は

専門的な知識を有すると認められるもの 

八  試験 学科試験及び実技試験に区分し、訓練期間一年以内ごとに一回行うこと。  

２  別表第七の訓練科の欄に定める訓練科に係る訓練については、前項各号に定めるところによるほか、

同表に定めるところにより行われるものを標準とする。  

 

（応用短期課程の訓練基準）  

第十五条  応用短期課程の高度職業訓練に係る法第十九条第一項 の厚生労働省令で定める事項は、次

の各号に掲げるとおりとし、同項 の厚生労働省令で定める基準は、それぞれ当該各号に定めるとおり

とする。 

（専門短期課程の訓練基準）  

第十三条  専門短期課程の高度職業訓練に係る法第十九条第一項 の厚生労働省令で定める事項は、次

の各号に掲げるとおりとし、同項 の厚生労働省令で定める基準は、それぞれ当該各号に定めるとおり

とする。  
一  訓練の対象者 職業に必要な高度の技能（専門的かつ応用的な技能を除く。）及びこれに関する知

識を習得しようとする者であること。  
二  教科 その科目が職業に必要な高度の技能（専門的かつ応用的な技能を除く。）及びこれに関する

知識を習得させるために適切と認められるものであること。  
三  訓練の実施方法 通信の方法によつても行うことができること。この場合には、適切と認められる

方法により添削指導を行うほか、必要に応じて面接指導を行うこと。  
四  訓練期間 六月（訓練の対象となる技能及びこれに関する知識の内容、訓練の実施体制等によりこ

れにより難い場合にあつては、一年）以下の適切な期間であること。  
五  訓練時間 総訓練時間が十二時間以上であること。  
六  設備 教科の科目に応じ当該科目の訓練を適切に行うことができると認められるものであること。
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一  訓練の対象者 職業に必要な高度の技能で専門的かつ応用的なもの及びこれに関する知識を習得し

ようとする者であること。  

二  教科 その科目が職業に必要な高度の技能で専門的かつ応用的なもの及びこれに関する知識を習得

させるために適切と認められるものであること。  

三  訓練期間 一年以下の適切な期間であること。  

四  訓練時間 総訓練時間が六十時間以上であること。  

五  設備 教科の科目に応じ当該科目の訓練を適切に行うことができると認められるものであること。

●別表第２（第十条関係）（普通訓練の普通課程、前文のみ） 

別表２ 普通課程の普通職業訓練の訓練基準 

一 教科  

 １ 訓練科（次の表の訓練科の欄に定める訓練系及び専攻科からなる訓練科をいう。）ごとの教科につい

て最低限必要とする科目は、次の表の教科の欄に定める系基礎学科、系基礎実技、専攻学科及び専攻

実技の科目とする。  

 ２ 中学校卒業者若しくは中等教育学校前期課程修了者又はこれらと同等以上の学力を有すると認めら

れる者（以下この表において「中学校卒業者等」という。）を対象とする訓練の訓練科については、１

に定めるもののほか、社会、体育、数学、物理、化学、実用外国語、国語等普通学科の科目のうちそ

れぞれの訓練科ごとに必要なものを追加するものとする。  

 ３ １及び２に定めるもののほか、必要に応じ、それぞれの訓練科ごとに適切な科目を追加することが

できる。  

二 訓練期間  

 １ 訓練科ごとに最低限必要とする訓練期間は、次の表の訓練期間及び訓練時間の欄に定めるとおりと

する。ただし、中学校卒業者等を対象とする訓練の訓練科ごとに最低限必要とする訓練期間について

は、それぞれ次の表の訓練期間及び訓練時間の欄に定める訓練期間に一年を加えて得た期間とする。

 ２ １に定める訓練期間は、一年（中学校卒業者等を対象とする訓練であつて、１に定めるところによ

る訓練期間が二年となるものにあつては、二年）を超えて延長することはできない。   

 ３ 中学校卒業者等を対象とする訓練であつて、１に定めるところによる訓練期間が四年となるものに

ついては、２にかかわらず、当該訓練期間を延長することはできない。    

三 訓練時間  

 １ 通信制訓練以外の訓練の訓練科ごとに最低限必要とする総時間及び教科ごとに最低限必要とする訓

練時間は、次の表の訓練期間及び訓練時間の欄に定めるとおりとする。ただし、二１のただし書に定

める訓練科ごとに最低限必要とする総時間は、同表の訓練期間及び訓練時間の欄に定める総時間に千

四百時間を加えて得た時間とする。  

 ２ 一２の普通学科について最低限必要とする訓練時間は、二百時間とする。   

 ３ 通信制訓練の面接指導のために最低限必要とする訓練時間は、次の表の訓練期間及び訓練時間の欄

に定める系基礎学科及び専攻学科の訓練時間並びに２に定める普通学科の訓練時間のそれぞれ二十パ

ーセントに相当する時間とする。  

四 設備  

 １ 訓練科ごとに最低限必要とする設備は、次の表の設備の欄に定めるとおりとする。   

 ２ １に定めるもののほか、公共職業能力開発施設の設備の細目は、労働大臣が別に定めるとおりとす

る。 

   （＊以下、訓練科毎の表省略） 

●別表第４（第十一条関係）（普通訓練の短期課程、前文のみ） 

別表４ 短期課程の普通職業訓練の訓練基準 

一 教科 

 訓練科ごとの教科の科目は、次の表の教科の欄に定める学科及び実技の科目とする。 

二 訓練の実施方法 

 通信の方法によつて行う場合は、適切と認められる方法により添削指導及び面接指導を行うこととする。

三 訓練期間 

 １ 訓練科ごとの訓練期間は、次の表の訓練期間及び訓練時間の欄に定めるとおりとする。 

 ２ １に定める訓練期間は、これを延長した場合であつても一年を超えることはできない。 

四 訓練時間 

 １ 通信制訓練以外の訓練の訓練科ごとの総時間及び教科ごとの訓練時間は、次の表の訓練期間及び訓

練時間の欄に定めるとおりとする。 

 ２ 通信制訓練の面接指導のための訓練時間は、次の表の訓練期間及び訓練時間の欄に定める学科の訓

練時間の二十パーセントに相当する時間とする。 

五 設備 
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 １ 訓練科ごとに必要な設備は、次の表の設備の欄に定めるとおりとする。 

 ２ １に定めるもののほか、公共職業能力開発施設の設備の細目は、労働大臣が別に定めるとおりとす

る。 

六 訓練生の数 

 訓練を行う一単位につき五十人以下とする。 

七 職業訓練指導員 

 訓練生の数、訓練の実施に伴う危険の程度及び指導の難易に応じた適切な数とする。 

八 試験 

 訓練の修了時に行うこととする。 

   （＊以下、訓練科毎の表省略） 

●別表第６（第十二条関係）（高度訓練の専門課程、前文のみ） 

別表６ 専門課程の高度職業訓練の訓練基準 

一 教科  

 １ 訓練科（次の表の訓練科の欄に定める訓練系及び専攻科からなる訓練科をいう。）ごとの教科につい

て最低限必要とする科目は、次の表の教科の欄に定める系基礎学科、系基礎実技、専攻学科及び専攻

実技の科目とする。  

 ２ １に定めるもののほか、必要に応じ、それぞれの訓練科ごとに適切な科目を追加することができる。

二 訓練期間  

 １ 訓練科ごとに最低限必要とする訓練期間は、次の表の訓練期間及び訓練時間の欄に定めるとおりと

する。  

 ２ １に定める訓練期間は、一年を超えて延長することはできない。   

三 訓練時間  

 訓練科ごとに最低限必要とする訓練の総時間及び教科ごとの訓練時間は、次の表の訓練期間及び訓練時

間の欄に定めるとおりとする。  

四 設備  

 １ 訓練科ごとに最低限必要とする設備は、次の表の設備の欄に定めるとおりとする。   

 ２ １に定めるもののほか、公共職業能力開発施設の設備の細目は、労働大臣が別に定めるとおりとす

る。  

   （＊以下、訓練科毎の表省略） 

●別表第７（第十四条関係）（高度訓練の応用課程、前文のみ） 

別表７ 応用課程の高度職業訓練の訓練基準 

一 教科  

 １ 訓練科（次の表の訓練科の欄に定める訓練系及び専攻科からなる訓練科をいう。）ごとの教科につ

いて最低限必要とする科目は、次の表の教科の欄に定める専攻学科、専攻実技及び応用の科目とする。

 ２ １に定めるもののほか、必要に応じ、それぞれの訓練科ごとに適切な科目を追加することができる。

二 訓練期間  

 １ 訓練科ごとに最低限必要とする訓練期間は、次の表の訓練期間及び訓練時間の欄に定めるとおりと

する。  

 ２ １に定める訓練期間は、二年を超えて延長することはできない。    

三 訓練時間  

 訓練科ごとに最低限必要とする訓練の総時間及び教科ごとの訓練時間は、次の表の訓練期間及び訓練時

間の欄に定めるとおりとする。  

四 設備  

 １ 訓練科ごとに最低限必要とする設備は、次の表の設備の欄に定めるとおりとする。  

 ２ １に定めるもののほか、公共職業能力開発施設の設備の細目は、厚生労働大臣が別に定めるとおり

とする。  

   （＊以下、訓練科毎の表省略） 

 




